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1．はじめに
　ここ数年の間に文系国費学部留学生の専攻分野が一変した。文系学生は、文部
科学省に奨学生として採用された時点で、専攻分野が A（法学、政治学、文学など）
と B（経済学および経営学）に振り分けられているが、両者の占有率が 2010 年代
の前半に反転したのである。2011 年までは 7 割ほどに達していた文系 B 学生の
割合が、2012 年には一挙に 4 割程度に下がり、2015 年度以降は 2 割前後の水準
で推移している。
　国費学部留学生の選抜基準は明確にされていないため、そこには政治的な配慮
が働いているとみる向きがある。具体的には、留学生の国別定員が、国際関係を
考慮したうえで「日本留学への熱意の高低、過去の志願者の実績など」を加味し、
「基本的には外交的視点から」決定されているという（東京外国語大学留学生日本
語教育センター生活指導部･1995：6）1。このような理解があるため、専攻分野の
急変についても、外交政策の変更や選抜方法の変更が作用しているのではないか
という憶測が飛び交っている。
　何らかの技術的な操作が背後にあるのであれば、文系学生の専攻分野は、短期
間のうちに再び反転する可能性があろう。しかし、このように考えていては、長
期的な見通しに立って、近年の変化に対応する方法を構想しがたい。そのため、
最近の急激な変動が何を反映しているのか、実証的な解明が必要になってこよう。
本稿は、このような問題意識に即した考察の記録である。
　まず、第 1 節では、国費学部留学生（文系）の専攻分野に関する通時的な趨勢
1･ 1954 年に作成された「国費外国人留学生制度実施要項」には、「国費外国人留学生の国別
割当は別に定める外国人留学生問題協議会の協議を経て外務大臣と協議して文部大臣が
決定する」（文部省調査局･1963：46）と記されている。
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を定量的にとらえ、そこから近年の変化を抽出する。次に第 2 節では、来日する
外国人留学生の全体的な動向を視野に収め、そこに見いだされる近年の傾向と第
1 節の結果を比較したい。結論を先取りすると、まだ現時点では、両者が一致し
ていると判断するのは早計である。そこで第三節では、さらに視野を広げ、既存
の調査報告類をもとに海外における日本研究の動向を概観する。そこから得られ
た展望を踏まえ、来日する留学生の全体的な傾向を検討しなおしたうえで、国費
学部留学生の専攻分野が急速に変化している理由について、本論から導き出され
る結論をまとめて本稿を締めくくりたい。
　
2．国費学部留学生（文系）の専攻分野―長期的趨勢―
　本節では、具体的な数値を示しながら、近年の東京外国語大学留学生日本語教
育センタ （ー以下、留日センター）で観察されている急激な変化を紹介する。そ
の作業に入るにあたり、まず、留日センターが受託している国費学部留学生の予
備教育について、簡潔に趣旨と沿革を整理しておこう。ほかの経路で来日する外
国人留学生と比較するに先立ち、国費学部留学生の特殊性を明確に認識しておく
ことが望ましいと考えられるためである。
　国費学部留学生制度は、日本が「独立」を回復して間もない 1954 年に発足した。
このような時代背景を考えると、この制度には、戦時中に悪化した近隣諸国との
関係を改善させる意図が込められていたとしても不思議はない 2。しかし名目上
は、国費学部留学生制度は「大学等の数の少ないアジア諸国の、国つくりの指導
者養成に協力しようとする」（文部省調査局･1963：7）目的で立ち上げられた。そ
れゆえ、制度が始動した当初、招致される学部留学生の出身国は「東南アジア・
中近東」に限定されていた（文部省調査局･1963：7,･9）。
　この国費学部留学生制度が国際的に比較して特殊であるのは、そこに予備教育
の課程が組み込まれている点であろう。1954 年に作成された「国費外国人留学生
制度実施要項」によれば、国費学部留学生とは「大学に入学し当該大学の学部に
2･ 国費学部留学生制度は、「賠償という戦後処理の一環」（内海･1991：102）、あるいは「役務
賠償に準ずるもの」（東京外国語大学留学生日本語教育センター生活指導部･1995：7）と評
されているが、これは資料によって裏づけられる見方ではない。というのも、国費学部
留学生制度とは別に、明確に戦後賠償の一環として位置づけられた「インドネシア賠償
留学生受入制度」が 1960 年度に立ち上げられているからである（文部省調査局･1963：7）。
国費学部留学生の制度にも償いの意思が主観的に込められていたとしても、それは賠償
そのものではない。
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在学するもの及び学部入学に先立ち大学等において日本語教育を受けるもの」（文
部省･1963：46）をさすと定義されている。予備教育の確保は、二つの現実に折り
合いをつけるために編み出された苦肉の策である。第一に、高等教育が日本語で
提供されている日本の大学の実情と、第二に、その日本語が海外に広く普及して
いないという実情である。この齟齬を埋めるため、日本政府が予備教育を国費で
提供する一方、選抜される留学生としては「積極的に日本語による学習をしよう
とする意欲のある者」が求められた（文部省･1963：52）。現在の募集要項にも、「積
極的に日本語を学習しようとする意欲のある者」、あるいは「原則として日本語
で大学教育を受けようとする者」が応募の資格として明記されている。
　1954 年度の開始以来、予備教育の制度は紆余曲折を経て今日に至っている（窪
田･1991,･1999）。1950 年代は、東京外国語大学と大阪外国語大学の 2 校に 1 年制
の「留学生別科」が設置され、そこで来日 1 年目の国費学部留学生に日本語教育
が施された。1960 年代に入ると、予備教育の拡充が図られ、東京外国語大学と
千葉大学の 2 校に 3 年制の「留学生課程」が設置される。ここには日本語教育とと
もに学部の教養課程が組み込まれ、修了後に留学生は学部の 3 年次に編入した。
この制度のもとでは「自分の専門のことを勉強できるまで三年間も待たねばなら
ない」ため、一部の留学生からは「専門の勉強までの時間が長過ぎる」という不満
が飛び出している（ファン、ダン･1961：56-57）。このような試行錯誤を重ねた末、
1970 年代以降は予備教育が 1 年の課程に落ち着く。
　現行の予備教育システムが確立して以降、一貫して予備教育の一端を担ってき
た機関が留日センターである。そのため、留日センターには、留学生に関する長
期的な「定点観測」の記録がのこされている。冒頭でも言及したが、国費学部留
学生の選抜基準が明確ではないため、記録の一般性には疑問符がつきまとう。そ
の記録を、あえて他種の資料と突き合わせる本稿は、そこに一般化可能な要素を
見いだすこころみである。
　前置きが長くなったが、留日センターには、国費学部留学生の専攻分野につい
ても長期的な記録がある。すでに 1970 年度から 1993 年度までの期間については
集計が済まされ、報告書としてまとめられている（東京外国語大学留学生日本語
教育センター生活指導部･1995）。ここでは、この統計に 1994 年度から 2014 年度
までの記録を補うとともに 3、専攻の分類に若干の変更を加え、以下の【表 1】を
3･ この資料の収集にあたっては、東京外国語大学留学生日本語教育センター事務員（当時）・
水谷貴志子氏の協力を仰いだ。記して謝意を表したい。
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作成した。専攻の類型については、「日本語」「経済・経営系」「法・政治・国際関係」
「その他」の 4 つとした。
　簡潔に集計の結果を整理すると、1970 年代から 1990 年代の後半にかけては、
日本語教育への需要は縮小の一途をたどっていたといえよう。初期には大多数を
占めていた日本語学の留学生は着実に減りつづけ、逆に経済学・経営学および法
学・政治学・国際関係論に進む留学生が急激に増えていたからである。1990 年
代後半には、ついに日本語学への進学者が皆無となった。
　2000 年代に突入すると、この傾向に拍車がかかる。2000 年代の後半では、社
会科学系の専攻が文系留学生の 8 割近くを占めるに至る。経済・経営系への進学
者だけでも、6 割を超えている。この数字は、1970 年代前半に日本語学専攻が占
めていた割合とほぼ等しい。2000 年代に入って日本語学への進学は皆無ではな
くなったものの、その人数は 2000 年代をつうじて 3 名、率にして文系留学生全
体の 1 ％にも満たない。
　ところが、2010 年代に入り、専攻分布の推移に急激な変化が訪れる。まず、
社会科学系の専攻者が明確に減少しはじめたのである。2010 年代前半に経済・
経営系に進学した留学生は文系全体の 5 割を切り、1970 年代後半から 1990 年代
前半までの水準に戻っている。
　
【表1】国費学部留学生（文系）の専攻分野
日本語 経済・経営系 法・政治・国際関係 その他
1970 ～ 1974 年度 61.6 ％ 31.5 ％ 1.4 ％ 5.4 ％
1975 ～ 1979 年度 40.3 ％ 47.8 ％ 1.5 ％ 10.4 ％
1980 ～ 1984 年度 13.5 ％ 51.4 ％ 16.2 ％ 18.9 ％
1985 ～ 1989 年度 8.7 ％ 45.2 ％ 21.2 ％ 25.0 ％
1990 ～ 1994 年度 3.1 ％ 43.1 ％ 26.2 ％ 27.7 ％
1995 ～ 1999 年度 0 ％ 56.6 ％ 20.2 ％ 23.3 ％
2000 ～ 2004 年度 0.6 ％ 57.0 ％ 19.2 ％ 23.3 ％
2005 ～ 2009 年度 1.2 ％ 63.1 ％ 15.5 ％ 20.2 ％
2010 ～ 2014 年度 7.9 ％ 46.5 ％ 13.4 ％ 32.3 ％
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　この変化を、より細かく跡づけたのが下記の【表 2】である。ここには、経済・
経営系学生の割合が 2010 年度から 2017 年度まで記されている。経済・経営系の
急激かつ大幅な下落傾向が容易に見て取れよう。
　経済・経営系学生の割合が低下した分、【表 1】の類型でいえば、「日本語」と「そ
の他」の比率が上昇している。この間、「その他」の分野では、毎年、社会学と心
理学を専攻分野に選択した留学生がいる。一時は専攻者が途絶えた日本語学も、
2010 年代前半には文系留学生の 8 ％を占めるまで回復している。総じて人文科
学系の学生が増加しているといえよう。
　
【表2】国費学部留学生（文系）に占める経済・経営系の割合
年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
割合 68.0 ％ 68.4 ％ 41.3 ％ 31.2 ％ 31.8 ％ 16.7 ％ 22.2 ％ 19.2 ％
3．全外国人留学生（文系）の専攻分野―近年の傾向―
　前節で確認したとおり、国費学部留学生の専攻分野は、2005 年以降の 10 年間
に様変わりした。そこで本節では、その期間にしぼり、外国人留学生全体の専攻
分野に見いだされる傾向を探りたい。ここで得られる結果と国費学部留学生の趨
勢が一致するのであれば、後者の変容を前者の系としてとらえても無理はない。
逆に一致しないのであれば、本稿の冒頭で言及したとおり、国費学部留学生の変
貌には何らかの政治的な操作が作用している可能性を否めない。
　2004 年以降、新設された独立行政法人日本学生支援機構が留学生の人数や在
籍学校の調査を実施・公表している（「外国人留学生在籍状況調査結果」各年度）。
その調査項目のなかには、専攻分野も含まれている。この調査では、専攻分野が「人
文科学」「社会科学」などの文系分野と「理学」「工学」などの理系分野、そして全体
の 10 ％近くを占める広範な「その他」に分類されている。文系とも理系とも判別
しがたい「その他」があるため、文系全体を分母とした「人文科学」や「社会科学」
の割合は算出しがたい。ここでは、便宜的に「人文科学」「社会科学」「教育」「芸術」
の四分野を分母にすえ、各分野が占める百分率の推移を以下の【表 3】に描き出す。
　この表をみて、まず、目につくのは、2013 年度 2014 年度にかけての大転換で
あろう。わずか 1 年間のうちに、人文科学と社会科学の占有率が、ほぼ反転して
いる。とくに 2012 年度と 2016 年度を比べると、2012 年度の社会科学と 2016 年
度の人文科学は、奇しくも 60.1 ％で一致している。そして、この転換は、国費
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学部留学生の専攻分野にみられた変容と、時期も方向も合致する。
　とはいえ、この資料には不可解な部分がある。というのも、全留学生数には学
部の 1 年生から 4 年生に大学院生までが含まれるため、わずか 1 年という短い期
間内に専攻分野の分布が一変するとは考えにくいためである。そこで次に、表 3
には表示されていない数字にも目を向けたい。それは留学生の総数である。2013
年度には 88,857 人であった留学生数が、1 年後には 136,611 人へと 50 ％以上も急
増している。
　
【表3】全外国人留学生（文系）の専攻分野
人文科学 社会科学 教育 芸術
2007 年度 33.9 ％ 58.1 ％ 3.8 ％ 4.2 ％
2008 年度 34.6 ％ 57.2 ％ 3.5 ％ 4.7 ％
2009 年度 36.3 ％ 55.8 ％ 3.4 ％ 4.6 ％
2010 年度 34.9 ％ 56.8 ％ 3.5 ％ 4.8 ％
2011 年度 30.5 ％ 61.0 ％ 3.6 ％ 4.9 ％
2012 年度 31.1 ％ 60.1 ％ 3.7 ％ 5.1 ％
2013 年度 32.2 ％ 58.9 ％ 3.5 ％ 5.4 ％
2014 年度 56.3 ％ 37.7 ％ 2.3 ％ 3.7 ％
2015 年度 59.6 ％ 34.9 ％ 2.0 ％ 3.5 ％
2016 年度 60.1 ％ 33.4 ％ 1.7 ％ 3.9 ％
　
　これで急転回の実態が明らかになったであろう。要するに、2014 年度の留学
生総数には、2013 年度までは計上されていなかった集団が組み入れられている。
その集団とは、日本語教育機関に在籍していた留学生である。2014 年度では、
その人数は 44,970 人であった。日本語教育機関に通う学生にも「留学」の在留資
格が与えられるようになったのは 2010 年であったが、日本学生支援機構の統計
では、その変更が 2014 年度になって反映されたのである。
　その際、日本語教育機関の在籍者は、全員、一律に人文科学の専攻者として数
えられた。2014 年度になって突如として人文科学の割合が増えたのは、それが
理由である。換言すれば、人文科学専攻者数の急激な増加は、日本語教育機関在
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籍者の位置づけを統計上で変えたために発生したにすぎない。となると、勘定方
式の変更がなければ、文系留学生に占める人文科学の比率は増えていないのであ
ろうか。逆にいえば、社会科学の比率は減少していないのであろうか。
　この問いに即断するのは難しい。というのも、日本語教育機関を除外した高等
教育機関の留学生のみに注目した場合も、微妙にではあるが、社会科学の比率が
減り、人文科学と芸術の比率が増える傾向が見てとれるからである。この傾向は、
今後も持続するのであろうか。この問いに答える手がかりを求め、次節では、海
外における日本研究の長期的な趨勢を概観する。海外の研究者が日本に寄せる関
心のありかは、留学生が選択する専攻分野にも影響すると考えられるからである。
　
【表4】高等教育機関に在籍する外国人留学生（文系）の専攻分野
人文科学 社会科学 教育 芸術
2014 年度 34.9 ％ 56.2 ％ 3.4 ％ 5.5 ％
2015 年度 37.2 ％ 54.2 ％ 3.1 ％ 5.5 ％
2016 年度 37.7 ％ 53.4 ％ 2.8 ％ 6.2 ％
4．海外における日本研究の動向
　これまで国際交流基金が、さまざまな国々で数次にわたって日本研究の動向を
調査してきた。そのような調査からは、日本を対象とした学術研究・教育が、ど
のような専攻分野のもとで展開されてきたのかが通時的に分かる。まず、アメリ
カの状況に関する 2013 年公刊の報告書を繙く。その冒頭には、過去との比較を
まじえた綿密な現状分析にくわえ、戦後の全期間をつうじて日本研究がたどった
軌跡の粗描が付されているが（Steinhoff･2013：1-19）、以下では、その記述にした
がい、日本を研究対象に据えてきた分野の移り変わりを簡潔に整理しておこう。
　この概説によると、これまでアメリカにおける日本研究は三つの時代を経てき
た。第一に、日本研究が言語研究・地域研究として立ち上がった戦後初期である。
発足の背景には、特定言語の専門家を育成するためにアメリカ政府が 1958 年に
始めた財政的拠出があったという。この政策的な配慮にくわえ、英語で手に入る
日本の情報が限られていたという研究上の制約も、言語研究と地域研究の枠組み
で日本研究が発達するほかなかった理由の一つであろう。「日本に関する英語の
資料が比較的少なかったため、そのすべてが専攻を横断して読まれた」（Steinhoff･
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2013：7）。このような日本研究の始点は、アメリカ以外の国々でも共有されたの
ではなかろうか。
　日本が経済大国として広く知られるに至った 1980 年代後半になると、「日本お
よび日本語に関する研究は、あまり認知されていない学問的な関心から、経済的
な価値を帯びた知識へと変貌した」（Steinhoff･2013：9）。日本研究の第 2 期に入･
り、日本が欧米諸国の比較対象として社会科学の研究に取り込まれるとともに、
経済界の要請にこたえ、日本の事情に通じたエコノミストや法律家を養成するた
めの教育プログラムが出現したのである。経済の視点から日本に注目した人々に
は、日本語の習得を省く者も少なくなかったが、それを可能としたのは英語によ
る日本研究の蓄積であった。
　経済的な動機に駆られて活発化した日本研究は、1990 年代の後半以降、日本
経済の低落とともに推進力を失う。アメリカの経済界にとって、日本に代わっ
て中国が新たな注目の的になったのである。予想どおり、2005 年の日本研究は、
研究者数や教育プログラム数などの面で、10 年前と比べて規模が縮小している。
しかし、それゆえに日本研究が衰退期に入ったと判断するのは早計に失している
のかもしれない。すでに 1990 年代の初頭より、人文科学や文化研究の分野で日
本への関心が再興しつつあったからである。新たな研究の担い手が、経済人や法
律家ではなく、大学人であるだけに、その持続性は第 2 期よりも高いと見込まれ
よう。さらに本章に関連して興味深いのは、第 3 期の日本研究が高度な日本語能
力を前提にしているとともに、特定の専攻に囲い込まれていないという特徴であ
る（Steinhoff･2013：16）。
　ここまでの記述は、アメリカに焦点をしぼった報告書にもとづく。とはいえ、
3 つの時代を規定した背景の要因は、英語による情報の不足や日本経済の繁栄と
衰退など、アメリカに特有の事情ばかりではない。しかも、日本に関する英語の
資料が豊富にそろった今日のアメリカには、世界中から日本研究のために学生が
集まっている。その学生がのちに出身国等で教壇に立ち、後進の指導にあたって
いるのである（Steinhoff･2013：14）。このような人的な媒介もあり、アメリカの
経験は他国にも伝播されやすいと考えられる。
　実際にも、たとえばイギリスで日本研究がたどった軌道は、アメリカの場合と
概ね合致する。同じく国際交流基金の報告書（Japan･Foundation･2008a：95-108）
によると、1960 年代以降、地域研究の枠内で順調に発展を遂げていた日本研究
は、1990年代なかばからの経済的な低迷のもとで縮小を余儀なくされた。それは、
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経済的な動機に裏づけられていた日本と日本語への関心が急速にしぼんだからに
ほかならない。しかし、2000 年代の後半あたりから、再び日本および日本語が
学生の関心を引くようになった。しかも今日では、従来の社会科学にとどまらず、
現代文化やジェンダー研究へと学生の関心が拡散しているという。
　アメリカとイギリスよりも遅く、ようやく 1980 年代に入ってから始まっ
たシンガポールの日本研究も、その後については両国と軌を一にする（Japan･
Foundation･2008b：26-35）。1990 年代に日本経済の盛衰と連動した停滞を経験し
たのち、90 年代の終盤からは、再び日本研究に対する関心が上向き始めたという。
その関心が伝統的な専攻には収まらない分野に向かっている現状も、英米両国の
状況と共通している。とりわけ人気を博しているのは現代文化である。
　以上の概観から読み取れる日本研究の長期的な変遷は、国費学部留学生の専攻
分野にみられる趨勢と概ね符合する。すでに第 2 節で詳述したとおり、1970 年
代には日本語学の専攻者が多数を占めていたにもかかわらず、その後は急速に減
少し、その分を吸収するかのように社会科学系の留学生が増えつづけた。この趨
勢は 2000 年代まで持続したが、2010 年代に入って以降、今度は経済学・経営学
専攻の留学生が急激に減少している。代わりに増加しているのが社会学や心理学
などの分野である。日本語学の専攻者数も、やや持ち直している様子がみられる。
この最近の局面については、第 3 節で描いた全外国人留学生の動向とも重なる。
このような三節の一致が何を意味するのかについて、次の最終節で考察したい。
　
5．おわりに
　本論の内容を簡潔に振り返ると、第 2 節では、国費学部留学生に焦点をしぼり、
その専攻分野が変容していく様子を跡づけた。とくに強調したのは、2010 年代
以降の急激な転回である。それが何に起因するのかを探ることが、本稿の課題で
あった。そこで第 3 節では、同じ期間に限定して、全外国人留学生についても専
攻の分布を観察した。そして第 4 節では、海外に目を転じ、どのような分野で日
本が研究の対象に据えられてきたのかを通時的に概観した。
　前節の最後に指摘したとおり、上記三節から導き出される知見には、ある共通
した傾向が見て取れる。この一致は、何を意味しているのであろうか。以下、一
つの解釈を提示して本稿を締めくくりたい。
　まず、全留学生の専攻分野が社会科学から人文科学へと変容している傾向が、
海外における日本研究の趨勢と概ね方向が合致しているのは、留学生の学問的な
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選好が、研究者によって日本に見いだされている学問的な意義の影響を受けてい
るためであろう。しかも、第 4 節でふれたように、この学問的課題としての日本
像には、国家・地域間に共通性がみられる。単純な例を挙げると、日本語の習得
が多様な研究を展開するために必要とされている時代には、日本語を学ぶために
来日する学生が多くなり、日本が経済成長に成功した「模範」と見なされている
時代には、経済・経営系の学問を修めるために留学に来る学生が多くなると考え
られるのである。この推論が当たっているならば、近年の海外における日本研究
の潮流に照らし、人文科学系学生の割合が高まりつつある現在の傾向は、今後も
持続すると予想される。
　同じ論理は、国費学部留学生の専攻分野にも見いだせるのではなかろうか。ど
のような特殊な基準に即して選抜されているにしても、国費学部留学生の関心も、
結局は出身国の研究者によって設定された学問的な課題の影響を免れないのであ
ろう。1970 年からの専攻分野に関する長期的な推移と、世界的な研究動向の符
合は、この推論を裏づけている。
　他方で、2010 年代の国費学部留学生にみられる急転回は、この仮説には不利
に働こう。変化の速さが全留学生の統計からは観察されないからである。しかし、
第 3 節でも言及したとおり、この差は、資料の性格の違いに由来しているのかも
しれない。日本学生支援機構の調査は、学部から大学院までの広範な学生を対象
としているため、急激な変化をとらえにくい。たとえば、経済学専攻で学部 1 年
次に入学した留学生が、大学院の博士後期課程を修了するまで日本の大学・大学
院に在籍した場合、少なくとも 9 年間は、経済学専攻の学生 1 名が統計に表示さ
れつづけるのである。仮に専攻分野の分布が急速に転換しているとしても、それ
が日本学生支援機構の調査結果にあらわれるまでには、数年の時間を要する。し
たがって、国費学部留学生の専攻分野について本稿で提起した見方と見通しの当
否は、全留学生の専攻分野にみられる現在の変化が、どこに帰着するのかを見き
わめたうえで判断する必要があろう。
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Academic	majors	of	the	MEXT	scholarship	undergraduate	students:
On the collective turn in the 2010s
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The Japanese Language Center for International Students in Tokyo University of 
Foreign Studies is now witnessing a collective turn of academic majors among the MEXT 
scholarship undergraduate students. In short, students of social sciences and humanities 
are turning away from economics and business administration. The aim of this paper is 
to	figure	out	why	this	shift	is	taking	place.	To	be	precise,	however,	this	short	paper	will	
not reach the fundamental cause. It just claims that the conversion observed among the 
MEXT scholarship students should be taken as incidental to a structural transformation of 
the scholarly view of Japan.
Due to the undisclosed selection process of MEXT scholarship students, the turn 
in question has been interpreted as a consequence of political manipulation. This paper, 
questioning this view, shows that this turn is reflecting the trend in the configuration 
of majors of the totality of foreign students studying in Japan which also seems to be 
undergoing a turnabout. And, furthermore, both turns correspond to the long-term shift in 
the academic locus of Japanese studies conducted overseas.
To sum up, the academic majors of MEXT scholarship students, no matter how they 
are	selected,	seem	to	reflect	the	scholarly	trends	in	Japanese	studies.
